
 

○熊本市下水道条例施行規程〔上下水道局総務課〕 

平成２１年４月１日 

上下水道局規程第３６号 

改正 平成２２年３月１９日上下水道局規程第８号 

平成２２年３月３１日上下水道局規程第１７号 

平成２３年３月３１日上下水道局規程第１１号 

平成２３年６月３０日上下水道局規程第１５号 

平成２４年３月３０日上下水道局規程第２４号 

平成２４年４月２７日上下水道局規程第２９号 

平成２４年７月６日上下水道局規程第３０号 

平成２５年３月２９日上下水道局規程第１２号 

平成２５年１１月１日上下水道局規程第３１号 

平成２６年３月３１日上下水道局規程第１３号 

平成２８年３月１６日上下水道局規程第３号 

平成２９年３月２７日上下水道局規程第３号 

平成３０年７月５日上下水道局規程第８号 

令和２年３月３１日上下水道局規程第３号 

令和３年３月１５日上下水道局規程第２号 

令和５年３月３０日上下水道局規程第４号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、熊本市下水道条例（昭和４６年条例第１４号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 排水設備 条例第２条第６号に規定する排水設備をいう。 

(２) 排水設備等 条例第５条第１項に規定する排水設備等をいう。 

(３) 排水設備工事 排水設備等の新設、増設、改築及び撤去の工事をいう。 

(４) 指定工事店 条例第７条第１項に規定する指定工事店をいう。 

(５) 排水設備工事責任技術者 排水設備工事責任技術者として公益財団法人熊本市上

下水道サービス公社理事長（以下「理事長」という。）が登録した者をいう。 



 

（平２３上下水規程１５・平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・平２６

上下水規程１３・平２８上下水規程３・一部改正） 

（排水設備の固着箇所等） 

第３条 条例第４条第３号に規定する排水設備を公共ます等に固着させるときの固着箇所

及び工事の実施方法は、次のとおりとする。 

(１) 汚水を排除するための排水設備は、汚水ますのインバート上流端に接続し、管底高

に食い違いの生じないよう、かつ、ますの内壁に突き出さないよう差し入れ、その周囲

をモルタルで埋め、内外面の上塗り仕上げをすること。 

(２) 雨水のみを排除するための排水設備は、雨水ますの取付管の管底高以上の箇所に所

要の孔をあけ、ますの内壁に突き出さないよう差し入れ、その周囲をモルタルで埋め、

内外面の上塗り仕上げをすること。 

(３) 前２号に定める方法により難い特別の理由があるときは、その都度上下水道事業管

理者（以下「管理者」という。）の指示を受けること。 

（平２４上下水規程２９・平２５上下水規程１２・平２６上下水規程１３・一部改

正） 

（排水設備の構造基準） 

第４条 排水設備の構造は、法令に定めるもののほか、次に定める基準によらなければなら

ない。 

(１) 台所、浴場、洗濯場その他下水の流下を妨げる固形物を排出するおそれのある場所

の汚水流出口には、固形物の流下を防止するために有効な目幅をもったストレーナーを

設けること。 

(２) 油脂販売店、自動車修理工場、料理店その他油脂類を多量に排出する場所の汚水流

出口には、油脂遮断装置を設けること。 

(３) 水洗便器、浴場、流し場等の汚水流出箇所には、トラップを取り付けること。 

(４) トラップの封水がサイホン作用又は逆圧によって破られるおそれがあると認めら

れるときは、通気管を設けること。 

(５) 洗車場その他土砂を多量に排出する場所及び土砂の流入のおそれのある場所には、

排水管に土砂の流入が有効に防止できる砂溜
だ

まりを設けること。 

(６) 地下室その他下水の自然流下が充分でない場所には、ポンプ施設を設けること。 

(７) 前各号に定める基準によるほか、管理者の指示に従い、必要な施設を設けること。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・平２５上下水規程３１・一部改



 

正） 

（排水設備等の計画の確認申請） 

第５条 条例第５条第１項又は第２項の確認を受けようとする者は、様式第１号に次に掲げ

る書類を添付して管理者に提出しなければならない。 

(１) 位置図 工事施工地を表示するもの 

(２) 平面図 縮尺３００分の１以上 

(３) 縦断図 

縦縮尺５０分の１以上 

横縮尺３００分の１以上 

(４) 構造図 縮尺５０分の１以上 

（平２４上下水規程２４・平２４上下水規程２９・平２５上下水規程１２・一部改

正） 

（給水設備の届出） 

第５条の２ 条例第５条の２第１項の規定による届出は、様式第１号の２により行うものと

する。 

（平２５上下水規程１２・追加） 

（給水設備の確認） 

第５条の３ 条例第５条の２第２項の規定による確認は、同項に規定する設備の設置場所に

おいて、当該設備の構造等について行うものとする。 

（平２５上下水規程１２・追加、平２５上下水規程３１・一部改正） 

（給水設備工事の完了の届出） 

第５条の４ 条例第５条の２第３項の規定による届出は、給水設備工事完了届（様式第１号

の３）により行うものとする。 

（平２５上下水規程１２・追加） 

（排水設備工事の完了の届出） 

第６条 条例第６条第１項の規定による届出は、排水設備工事完了届（様式第２号）により

行うものとする。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（排水設備工事検査済証及び章票） 

第６条の２ 条例第６条第３項の規定により管理者が別に定める同条第２項の排水設備工

事検査済証の様式は、様式第３号とする。 



 

２ 条例第６条第３項の規定により管理者が別に定める同条第２項の章票の様式は、様式第

３号の２とする。 

３ 前項の章票は、門戸その他の外部から見やすい場所に掲示しなければならない。 

（平２５上下水規程１２・追加） 

（指定工事店の指定） 

第７条 管理者は、次に掲げる要件に適合している個人又は法人を指定工事店として指定す

るものとする。 

(１) 排水設備工事責任技術者が１人以上専属していること。 

(２) 排水設備工事の施工に関し必要な設備及び器材を有していること。 

(３) 熊本県内に営業所があること。 

(４) 次に掲げる場合のいずれにも該当しないこと。 

ア その者（法人にあっては、代表者。イ及びオにおいて同じ。）が破産手続開始の決

定を受けて復権を得ないものである場合 

イ 理事長がその者に係る排水設備工事責任技術者としての登録を取り消してから２

年を経過していない場合 

ウ 第１４条第２項の規定により指定工事店としての指定を取り消されてから２年を

経過していない場合 

エ その業務に関し、不正又は不誠実な行為をすると認めるに足りる相当な理由がある

場合 

オ その者が精神の機能の障がいにより排水設備等の新設等の工事の事業を適切に営

むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができないものである

場合 

カ アからオまでのいずれかに該当する者が役員となっている法人である場合 

２ 前項第４号ウの規定に該当している法人の代表者は、同号ウに掲げる期間内においては、

個人又は代表者として指定工事店の指定を受けることができない。 

（平２３上下水規程１５・平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・令２上

下水規程３・一部改正） 

（指定の申請） 

第８条 指定工事店としての指定を受けようとする者は、排水設備指定工事店指定申請書

（様式第４号）を管理者に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 



 

(１) 個人にあっては住民票、法人にあっては登記事項証明書及び定款の写し 

(２) 前条第１項第４号アからオまで（法人にあってはアからカまで）の規定に該当しな

いことを誓約する書類 

(３) 専属排水設備工事責任技術者名簿（様式第５号） 

(４) 専属する排水設備工事責任技術者の責任技術者証（理事長が交付した排水設備工事

責任技術者証（公益財団法人熊本市上下水道サービス公社の定めにより理事長が交付し

た排水設備工事責任技術者証とみなされるものを含む。）をいう。以下同じ。）の写し 

(５) 排水設備工事の施工に必要な設備及び器材を有していることを証する書類 

（平２４上下水規程２４・平２４上下水規程３０・平２５上下水規程１２・平２８

上下水規程３・令２上下水規程３・一部改正） 

（指定工事店証） 

第９条 管理者は、指定工事店としての指定を受けた者（以下「被指定者」という。）に対

し、排水設備指定工事店証（様式第６号。以下「指定工事店証」という。）を交付する。 

２ 被指定者は、指定工事店証を営業所内の見やすい場所に掲げなければならない。 

３ 被指定者は、指定工事店証を毀損し、又は紛失したときは、直ちに排水設備指定工事店

証再交付申請書（様式第７号）を管理者に提出して、指定工事店証の再交付を受けなけれ

ばならない。 

４ 被指定者は、第１４条第１項又は第２項の規定により指定工事店の指定を取り消された

ときは、遅滞なく指定工事店証を管理者に返納しなければならない。同項の規定により当

該指定の効力の停止を受けた場合における当該停止の期間中も、同様とする。 

（平２４上下水規程２４・平２４上下水規程２９・平２５上下水規程１２・一部改

正） 

（指定工事店の責務及び遵守事項） 

第１０条 被指定者は、下水道に関する法令、条例、規程その他管理者が定めるところに従

い、誠実に排水設備工事を施工しなければならない。 

２ 被指定者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 排水設備工事の施工の申込みを受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒ま

ないこと。 

(２) 適正な工事金額で排水設備工事を施工するとともに、排水設備工事に係る契約にお

いて、工事金額、工事期間その他の必要事項を明確に示すこと。 

(３) 排水設備工事の全部又は主要な部分は、自ら行うものとし、これらについて、第三



 

者に委託し、又は請け負わせることはしないこと。 

(４) 指定工事店としての名義を第三者に貸与しないこと。 

(５) 条例第５条に規定する排水設備工事の計画に係る管理者の確認を受けた後に排水

設備工事に着手すること。 

(６) 排水設備工事の設計及び施工は、全て排水設備工事責任技術者の監理の下に行うこ

と。 

(７) 排水設備工事の完了後１年以内に生じた故障等については、天災地変又は使用者

（条例第２条第１１号に規定する使用者をいう。以下同じ。）の責めに帰すべき事由に

よるものを除き、無償で補修すること。 

(８) 災害等の緊急時に、排水設備等の復旧に関して管理者から協力の要請があったとき

は、これに協力するよう努めること。 

（平２４上下水規程２４・平２４上下水規程２９・平２５上下水規程１２・一部改

正） 

（指定の有効期間） 

第１１条 指定工事店の指定の有効期間は、当該指定を受けた日から５年とする。ただし、

管理者が特にやむを得ないと認めるときは、これを短縮することができる。 

（平２４上下水規程２４・一部改正） 

（指定の更新） 

第１２条 被指定者は、前項に規定する有効期間満了後も引き続き指定工事店としての指定

を受けようとするときは、管理者が定める日までに、第８条に定めるところにより当該指

定の申請をしなければならない。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（指定の辞退及び異動の届出義務） 

第１３条 被指定者は、第７条第１項各号に掲げる要件を欠くに至ったとき、又は指定工事

店としての営業を廃止しようとするときは、直ちに排水設備指定工事店辞退届（様式第８

号）により管理者に届け出なければならない。 

２ 被指定者は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、速やかに排水設備指

定工事店異動届（様式第９号）により管理者に届け出なければならない。 

(１) 組織を変更したとき。 

(２) 代表者に異動があったとき。 

(３) 商号を変更したとき。 



 

(４) 営業所を移転したとき。 

(５) 専属する排水設備工事責任技術者に異動があったとき。 

(６) 住居表示又は電話番号に変更があったとき。 

（平２４上下水規程２４・平２４上下水規程２９・一部改正） 

（指定の取消し又は停止） 

第１４条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その被指定者に係る指定工事

店の指定を取り消すものとする。 

(１) 被指定者から前条第１項の規定による届出があったとき。 

(２) 前号に該当する場合を除き、被指定者が第７条第１項各号に掲げる要件を欠くに至

ったとき。 

２ 管理者は、被指定者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該被指定者に係る指定

工事店の指定を取り消し、又は６月を超えない範囲内において当該指定の効力を停止させ

ることができる。 

(１) 条例又はこの規程に違反したとき。 

(２) 排水設備工事の施工に関し不誠実な行為があるなど、指定工事店としてふさわしく

ないと管理者が認めたとき。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（排水設備工事責任技術者の責務） 

第１５条 排水設備工事責任技術者は、下水道に関する法令、条例、規程その他管理者が定

めるところに従い、排水設備工事の設計及び施工（監理を含む。第１７条第２号において

同じ。）に当たらなければならない。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（責任技術者証の携帯及び提示） 

第１６条 排水設備工事責任技術者は、排水設備工事の業務に従事するときは、常に責任技

術者証を携帯し、職員等の要求があったときは、これを提示しなければならない。 

（平２４上下水規程２４・全改） 

（理事長への申出） 

第１７条 管理者は、排水設備工事責任技術者が次の各号のいずれかに該当すると認めたと

きは、理事長に対し、当該排水設備工事責任技術者の登録を取り消し、又は当該登録の効

力を停止するよう申し出ることができるものとする。 

(１) 条例又は規程その他管理者が定めるところに違反したとき。 



 

(２) 業務に関し不誠実な行為があるなど、排水設備工事の設計及び施工に当たる者とし

てふさわしくないと認めたとき。 

（平２４上下水規程２４・全改、平２５上下水規程１２・一部改正） 

第１８条から第２１条まで 削除 

（平２４上下水規程２４） 

（公示） 

第２２条 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく、その旨を公示する

ものとする。 

(１) 指定工事店を新たに指定したとき。 

(２) 指定工事店の指定を取り消し、又は当該指定の効力を停止したとき。 

(３) 指定工事店の指定の有効期間満了に際し、引き続き当該指定をしなかったとき。 

(４) 第１３条第２項第２号から第４号までの規定による届出があったとき。 

（平２３上下水規程１５・平２４上下水規程２４・一部改正） 

（講習会等） 

第２３条 管理者は、指定工事店による排水設備工事の適正な施工等を確保するため、定期

的に又は必要に応じて講習会、事務連絡会議等（以下「講習会等」という。）を開催する

ものとする。 

２ 被指定者又は被指定者に専属する排水設備工事責任技術者は、講習会等に出席するよう

努めるものとする。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（除害施設の設置等の特例） 

第２４条 条例第９条の２ただし書に規定する管理者が別に定める項目に係る水質及び水

量の下水は、次の各号に掲げる項目に係る水質の下水（第２号及び第３号アに掲げる項目

にあっては、当該各号に定める基準に適合するものに限る。）で、１日当たりの平均的な

汚水の排出量が５０立方メートル未満のものとする。 

(１) 温度 

(２) 水素イオン濃度 

水素指数５以上１１以下 

(３) ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

ア 鉱油類含有量 

１リットルにつき２０ミリグラム以下 



 

イ 動植物油脂類含有量 

(４) 沃素消費量 

第２５条 条例第９条の３第１項ただし書に規定する管理者が別に定める物質又は項目に

係る水質及び水量の下水は、次の各号に掲げる物質又は項目に係る水質の下水（第５号及

び第８号アに掲げる項目にあっては、当該各号に定める基準に適合するものに限る。）で、

１日当たりの平均的な汚水排出量が５０立方メートル未満のものとする。 

(１) フェノール類 

(２) 鉄及びその化合物（溶解性） 

(３) マンガン及びその化合物（溶解性） 

(４) 温度 

(５) 水素イオン濃度 

水素指数５以上１１以下 

(６) 生物化学的酸素要求量 

(７) 浮遊物質量 

(８) ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

ア 鉱油類含有量 

１リットルにつき２０ミリグラム以下 

イ 動植物油脂類含有量 

２ 前条第２号及び第３号ア並びに前項第５号及び第８号アに掲げる数値は、下水の水質の

検定方法等に関する省令（昭和３７年厚生省・建設省令第１号）第８条に定める方法によ

り検定した場合における数値とする。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（使用開始等の届出） 

第２６条 条例第１１条第１項の規定による届出は、公共下水道使用届（様式第１０号）若

しくは上下水道使用申込書（様式第１１号）又は管理者が別に定める方法により行うもの

とする。 

２ 前項の届出がない場合にあっては、公共下水道（条例第２条第３号に規定する公共下水

道をいう。以下同じ。）の使用を開始した日その他の使用料（条例第１３条第１項に規定

する使用料をいう。以下同じ。）の徴収に関し必要な事項は、管理者が認定する。 

３ 水道水（条例第２条第１２号に規定する水道水をいう。以下同じ。）の使用による汚水

を公共下水道に流入させ、又は流入させていた場合において、当該水道水の使用に関し、



 

熊本市水道条例（昭和３３年条例第３７号）第１７条の２の規定による申込み又は同条例

第２１条第１号若しくは第４号若しくは第２２条第２号の規定による届出がされたとき

は、当該申込み又は届出をもって、第１項の届出があったものとみなす。 

（平２２上下水規程１７・平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・平２５

上下水規程３１・平２６上下水規程１３・一部改正） 

（届出に基づく一般家庭の水道水以外の水の使用水量の認定） 

第２６条の２ 条例第１４条の２第２項の規定による届出に基づく同条第１項第２号イの

規定による水道水以外の水の使用水量の認定は、別表第１に定めるところによる。 

２ 条例第１４条の２第２項の規定による届出に基づく同条第１項第３号イの規定による

水道水以外の水の使用水量の認定は、別表第２に定めるところによる。 

（平２６上下水規程１３・追加） 

（一般家庭の水道水以外の水の使用水量を認定するための届出） 

第２６条の３ 条例第１４条の２第２項の規定による届出は、使用人数等（変更）届（様式

第１１号の２）により行うものとする。ただし、管理者が別に定める場合に該当するとき

は、当該届出は、同様式以外の管理者が別に定める様式により行うものとする。 

（平２６上下水規程１３・追加） 

（排除汚水量の申告） 

第２７条 条例第１４条の２第３項に規定する申告書は、管理者が別に定める月ごとに公共

下水道に排除した汚水量及びその算出の根拠を記載して、管理者が別に定めた日から起算

して７日以内に管理者に提出しなければならない。 

（平２４上下水規程２４・平２６上下水規程１３・一部改正） 

（悪質下水の排除の開始等の届出） 

第２８条 条例第１２条第１項及び第２項の規定による届出は、悪質下水排除開始（変更・

休止・廃止・再開）届（様式第１２号）により行うものとする。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（事故時の措置に関する届出等） 

第２９条 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１２条の９第１項の規定による届出は、

特定事業場事故報告書（様式第１３号）により行うものとする。 

２ 条例第９条の４第１項の計画書は、事故再発防止措置計画書（様式第１４号）とする。 

３ 条例第９条の４第２項の規定による届出は、事故再発防止措置完了届出書（様式第１５

号）により行うものとする。 



 

（平２４上下水規程２４・一部改正、平２５上下水規程１２・旧第２８条の２繰下・

一部改正） 

（立入調査等をする職員の身分証明書） 

第３０条 条例第１５条の２第２項に規定する職員の身分を示す証明書は、下水道立入調査

職員証（様式第１６号）とする。 

（平２５上下水規程１２・追加） 

（繰上徴収） 

第３１条 条例第１５条の３の管理者が別に定める場合は、次のとおりとする。 

(１) 強制執行が開始されたとき。 

(２) 担保権の実行としての競売が開始されたとき。 

(３) 企業担保権の実行手続が開始されたとき。 

(４) 破産手続が開始されたとき。 

(５) 使用者が死亡した場合において、その相続人が限定承認をしたとき。 

(６) 使用者である法人が解散したとき。 

(７) 詐欺その他不正の行為により使用料を免れ、若しくは免れようとし、又は使用料の

還付を受け、若しくは受けようとしたと認められるとき。 

２ 管理者は、条例第１５条の３の規定により繰上徴収をしようとするときは、当該繰上徴

収の事由の生じた使用者に対し、納期限変更通知書（様式第１６号の２）により通知する

ものとする。 

（平２４上下水規程２４・一部改正、平２５上下水規程１２・旧第３０条繰下・一

部改正、平２５上下水規程３１・一部改正） 

（追徴還付） 

第３２条 徴収した使用料に過不足があったときは、その差額を追徴し、又は還付する。た

だし、次回の使用料で精算することができる。 

（平２５上下水規程１２・旧第３１条繰下） 

（督促） 

第３３条 管理者は、使用料を納期限までに納付しない使用者があるときは、当該納期限の

日の翌日から起算して２０日以内に督促状を発するものとする。 

（平２４上下水規程２９・一部改正） 

（滞納処分に関する職務の委任等） 

第３４条 管理者は、使用料の徴収に関する事務に従事する職員のうち指定する者に対して、



 

使用料の滞納処分に係る職務を委任することができる。 

２ 前項の規定による委任を受けた職員（以下「滞納処分職員」という。）には、その身分

を証明する証票として、下水道滞納処分職員証（様式第１６号の３）を交付する。 

３ 滞納処分職員は、使用料の滞納処分のための調査、質問若しくは検査を行う場合又は財

産の差押えを行う場合にあっては、下水道滞納処分職員証を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・平２５上下水規程３１・一部改

正） 

（行為の許可の申請） 

第３５条 条例第１６条第２項の規定により管理者が別に定める同条第１項の申請書の様

式は、物件設置・変更許可申請書（様式第１７号）とする。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（占用の許可等） 

第３６条 条例第１９条第１項の占用許可願は、様式第１８号とする。 

２ 条例第１９条第５項の規定により管理者が別に定める同条第４項の占用許可書の様式

は、熊本市上下水道局行政財産使用規程（昭和４２年水道局規程第２号）様式第２号を準

用する。 

３ 条例第２４条の規定により占用料の減免を受けようとする者は、占用料減免申請書（様

式第１９号）を管理者に提出しなければならない。 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

（雑則） 

第３７条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、管理者が別

に定める。 

（平２４上下水規程２４・追加、平２６上下水規程１３・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日前に熊本市下水道条例施行規則（昭和４６年規則第３０号。以下「旧

規則」という。）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規程の相当規定

によりなされたものとみなす。 



 

（平２４上下水規程２４・一部改正） 

３ この規程の施行の際現に旧規則第７条第１項の規定により指定工事店としての指定（旧

規則第１２条の定めるところにより更新された指定を含む。以下同じ。）を受けている者

の当該指定の有効期間は、当該現に受けている指定に限り、なお従前の例による。 

（平２５上下水規程３１・旧第５項繰上） 

（下益城郡富合町の編入に伴う経過措置） 

４ 下益城郡富合町の編入の日前に旧富合町下水道条例（平成１３年条例第１９号。以下「旧

富合町条例」という。）の規定に基づき指定を受けている排水設備の指定工事店（本市に

おいて指定工事店の指定を受けている者を除く。）は、この規程の規定に基づき指定工事

店の指定を受けたものとみなす。この場合において、当該指定の有効期間の満了日は、旧

富合町条例の規定に基づき指定された有効期間の満了日の属する年度の３月３１日とす

る。 

（平２５上下水規程３１・旧第７項繰上・一部改正） 

（下益城郡城南町及び鹿本郡植木町の編入に伴う経過措置） 

５ 下益城郡城南町及び鹿本郡植木町の編入の日（以下「２町編入日」という。）前に旧城

南町下水道排水設備指定工事店規則（平成１０年城南町規則第８号）又は旧植木町公共下

水道条例施行規則（平成２０年規則第６号）（以下「旧２町規則」という。）の規定に基

づき指定を受けている指定工事店（本市において指定工事店の指定を受けている者を除

く。）は、この規程の規定に基づく指定工事店の指定を受けたものとみなす。この場合に

おいて、当該指定の有効期間の満了日は、それぞれ旧２町規則の規定に基づき指定された

有効期間の満了日の属する年度の３月３１日とする。 

（平２２上下水規程８・追加、平２５上下水規程３１・旧第９項繰上・一部改正） 

６ ２町編入日前にこの規程又は旧２町規則のうち２以上の規定に基づき指定工事店の指

定を受けている指定工事店の指定の有効期間の満了日は、前項後段の規定にかかわらず、

この規程又は旧２町規則の規定に基づき指定された有効期間の満了日のうち最も遅い日

の属する年度の３月３１日とする。 

（平２２上下水規程８・追加、平２５上下水規程３１・旧第１０項繰上） 

（特定の排水設備工事等に関する特例） 

７ 当分の間、管理者が別に定める排水設備工事を施工する者に係る指定工事店の指定につ

いては、管理者が別に定める要件を満たす者を排水設備工事責任技術者とみなす。 

（平３０上下水規程８・追加） 



 

８ 前項の規定により排水設備工事責任技術者とみなされる者に係る同項の要件を満たす

ことを証するものは、責任技術者証とみなす。 

（平３０上下水規程８・追加） 

附 則（平成２２年３月１９日上下水道局規程第８号） 

この規程は、平成２２年３月２３日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日上下水道局規程第１７号） 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日上下水道局規程第１１号） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年６月３０日上下水道局規程第１５号） 

１ この規程は、平成２３年７月１日から施行する。ただし、第７条の改正規定、第２０条

の改正規定（同条第２項に係る部分を除く。）、第２２条の改正規定並びに附則第１１項

及び第１２項の改正規定は、公布の日から施行する。 

２ この規程の施行の日前にこの規程による改正前の熊本市下水道条例施行規程（以下「旧

規程」という。）第２条第３号に規定する試験に合格し、又は旧規程第２０条第２項に規

定する更新講習を受講した者は、それぞれこの規程による改正後の熊本市下水道条例施行

規程（以下「新規程」という。）第２条第３号に規定する試験に合格し、又は新規程第２

０条第２項に規定する更新講習を受講したものとみなす。 

附 則（平成２４年３月３０日上下水道局規程第２４号） 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月２７日上下水道局規程第２９号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年７月６日上下水道局規程第３０号） 

この規程は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日上下水道局規程第１２号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１１月１日上下水道局規程第３１号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日上下水道局規程第１３号） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１６日上下水道局規程第３号）抄 



 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

（排水設備工事責任技術者の登録等に関する経過措置） 

２ この規程の施行の日前に公益財団法人熊本市下水道技術センター理事長がした排水設

備工事責任技術者の登録及びその取消し並びに排水設備工事責任技術者証の交付は、公益

財団法人熊本市上下水道サービス公社理事長がした排水設備工事責任技術者の登録及び

その取消し並びに排水設備工事責任技術者証の交付とみなす。 

附 則（平成２９年３月２７日上下水道局規程第３号） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日前において、この規程による改正前の熊本市下水道条例施行規程の

規定に基づき作成された用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができるもの

とする。 

附 則（平成３０年７月５日上下水道局規程第８号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日上下水道局規程第３号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の日前において、この規程による改正前の熊本市下水道条例施行規程、

熊本市上下水道局補助金等交付規程、熊本市上下水道局行政財産使用規程、熊本市工業用

水道給水条例施行規程及び熊本都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程の

規定に基づき作成された用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができるもの

とする。 

附 則（令和３年３月１５日上下水道局規程第２号） 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の日前において、この規程による改正前の熊本市上下水道局庁舎管理規

程、熊本市下水道条例施行規程及び熊本都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行

規程の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができ

るものとする。 

附 則（令和５年３月３０日上下水道局規程第４号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 



 

別表第１（第２６条の２第１項関係） 

（平２６上下水規程１３・追加） 

使用人数 水量 

１人 １８立方メートル 

２人 ３０立方メートル 

３人 ４０立方メートル 

４人以上 ４０立方メートルに、３人を超えて１人増えるごとに８立方メートルを

加算した水量 

備考 

１ 定例日間（条例第１４条第２項に規定する定例日間をいう。以下同じ。）の水道水

以外の水の使用水量は、この表の左欄に掲げる使用人数の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める水量（以下「基準水量」という。）とする。ただし、定例日間に公共

下水道の使用を開始し、又はやめた場合（当該定例日間における使用日数が６０日以

上である場合を除く。）における当該定例日間の水道水以外の水の使用水量は、当該

基準水量に、当該定例日間における使用日数を６０で除して得た数を乗じて得た水量

（その水量に１立方メートル未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた水量）

とする。 

２ この表において「使用人数」とは、使用者及びその同居人の合計人数をいう。 

３ 定例日間に使用人数の変更があった場合にあっては、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める使用人数を当該定例日間における使用人数とみなして、こ

の表を適用する。 

(１) 第３号及び第４号に掲げる場合を除き、当該定例日間において、変更前の使用

日数が変更後の使用日数を超えない場合 変更後の使用人数 

(２) 次号及び第４号に掲げる場合を除き、当該定例日間において、変更前の使用日

数が変更後の使用日数を超える場合 変更前の使用人数 

(３) 次号に掲げる場合を除き、当該定例日間において２回以上変更があった場合 

使用日数が最も多い使用人数 

(４) 当該定例日間において、２回以上変更があった場合であって、変更前の使用日

数と変更後の使用日数がそれぞれ同数であるとき。 直近の使用人数 

別表第２（第２６条の２第２項関係） 

（平２６上下水規程１３・追加） 



 

 水道水以外

の水の用途 

トイレ 風呂 炊事 洗濯 洗顔その他 

使用人数  

１人 ４立方メート

ル 

４立方メート

ル 

４立方メート

ル 

４立方メート

ル 

２立方メート

ル 

２人 ８立方メート

ル 

６立方メート

ル 

６立方メート

ル 

６立方メート

ル 

４立方メート

ル 

３人 １２立方メー

トル 

８立方メート

ル 

８立方メート

ル 

８立方メート

ル 

４立方メート

ル 

４人以上 １２立方メー

トルに、３人

を超えて１人

増えるごとに

２立方メート

ルを加算した

水量 

８立方メート

ルに、３人を

超えて１人増

えるごとに２

立方メートル

を加算した水

量 

８立方メート

ルに、３人を

超えて１人増

えるごとに２

立方メートル

を加算した水

量 

８立方メート

ルに、３人を

超えて１人増

えるごとに２

立方メートル

を加算した水

量 

４立方メート

ル 

備考 

１ 定例日間の水道水以外の水の使用水量は、この表に掲げる使用人数の区分に従い、

同表に定める水道水以外の水の用途に応じた水量とし、水道水以外の水の用途が２以

上ある場合は、その水量の合計水量とする。ただし、定例日間に水道水以外の水の使

用による汚水の公共下水道への排除を開始し、又はやめた場合（当該定例日間におけ

る使用日数が６０日以上である場合を除く。）における当該定例日間の水道水以外の

水の使用水量は、当該水道水以外の水の用途に応じた水量又は合計水量に、当該定例

日間における使用日数を６０で除して得た数を乗じて得た水量（その水量に１立方メ

ートル未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた水量）とする。 

２ この表において「使用人数」とは、使用者及びその同居人の合計人数をいう。 

３ この表において「洗顔その他」とは、トイレ、風呂、炊事及び洗濯以外の用途をい

う。 

４ 定例日間に使用人数又は水道水以外の水の用途の変更があった場合にあっては、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める使用人数及び水道水以外の水の

用途を当該定例日間における使用人数及び水道水以外の水の用途とみなして、この表



 

を適用する。 

(１) 第３号及び第４号に掲げる場合を除き、当該定例日間において、変更前の使用

日数が変更後の使用日数を超えない場合 変更後の使用人数及び水道水以外の水

の用途 

(２) 次号及び第４号に掲げる場合を除き、当該定例日間において、変更前の使用日

数が変更後の使用日数を超える場合 変更前の使用人数及び水道水以外の水の用

途 

(３) 次号に掲げる場合を除き、当該定例日間において２回以上変更があった場合 

使用日数が最も多い使用人数及び水道水以外の水の用途 

(４) 当該定例日間において、２回以上変更があった場合であって、変更前の使用日

数と変更後の使用日数がそれぞれ同数であるとき。 直近の使用人数及び水道水以

外の水の用途 
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様式第１号（第５条関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、平２５上下水規程３１・平２６上下水規程１３・

令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１号の２（第５条の２関係） 

（平２５上下水規程１２・追加、平２５上下水規程３１・平２６上下水規程１３・

令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１号の３（第５条の４関係） 

（平２５上下水規程１２・追加、平２６上下水規程１３・令２上下水規程３・一部

改正） 

様式第２号（第６条関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、平２５上下水規程３１・平２６上下水規程１３・

令２上下水規程３・一部改正） 

様式第３号（第６条の２第１項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改） 

様式第３号の２（第６条の２第２項関係） 

（平２４上下水規程２４・平２５上下水規程１２・一部改正） 

様式第４号（第８条第１項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、平２９上下水規程３・令２上下水規程３・一部改

正） 

様式第５号（第８条第２項第３号関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令２上下水規程３・令５上下水規程４・一部改正） 

様式第６号（第９条第１項関係） 

（平２４上下水規程２４・平２４上下水規程２９・平２５上下水規程１２・一部改

正） 

様式第７号（第９条第３項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第８号（第１３条第１項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第９号（第１３条第２項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令２上下水規程３・令５上下水規程４・一部改正） 

様式第１０号（第２６条関係） 
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（令２上下水規程３・全改） 

様式第１１号（第２６条関係） 

（平２５上下水規程１２・追加） 

様式第１１号の２（第２６条の３関係） 

（平２６上下水規程１３・追加、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１２号（第２８条関係） 

（平２５上下水規程１２・追加、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１３号（第２９条第１項関係） 

（平２５上下水規程１２・追加、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１４号（第２９条第２項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１５号（第２９条第３項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令２上下水規程３・一部改正） 

様式第１６号（第３０条関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、平２６上下水規程１３・一部改正） 

様式第１６号の２（第３１条関係） 

（平２５上下水規程１２・一部改正） 

様式第１６号の３（第３４条関係） 

様式第１７号（第３５条関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令３上下水規程２・一部改正） 

様式第１８号（第３６条第１項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令３上下水規程２・一部改正） 

様式第１９号（第３６条第３項関係） 

（平２５上下水規程１２・全改、令３上下水規程２・一部改正） 

 


